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安曇野市介護保険等運営協議会

介護予防・日常生活支援総合事業の額

高齢者介護課 介護予防担当

令和６年３月２５日

（令和６年度改正概要）
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令和６年度改正概要

介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）の額については、厚生労働大臣が
定める基準（国基準）により算定した費用の額を、市が勘案して要綱で定めるも
のとしている。

○留意事項 （介護保険最新情報（Vol.1210）抜粋）
・従前相当サービス及び介護予防ケアマネジメントＡについては、本基準による額を市町村
が別に定める（単位数の変更のみ。新たな加算の設定はできない。）ことが可能である。

・従前相当サービス及び介護予防ケアマネジメントＡ以外のサービスについては、単位数の
引き上げ・引き下げ、国が定める加減算以外の加減算など柔軟な設定が可能である。

従前相当サービス
訪問介護相当サービス
通所介護相当サービス
介護予防ケアマネジメントA

国基準に基づく

多様なサービス
訪問型サービスA
通所型サービスA

上記を参考にしつつ、市が独自に設定
する

【安曇野市の総合事業】
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訪問介護相当サービス

○ 国基準に基づく改正（スライド１０、１１、１２参照）
介護保険法施行規則第140条の63の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第72号）の一部改正

基本報酬

１月あたり
週１回程度 1,176単位
週２回程度 2,349単位
週２回を超える程度 3,727単位

基本報酬

１月あたり
週１回程度 1,176単位
週２回程度 2,349単位
週２回を超える程度 3,727単位

【改正前】 【改正後】

＜その他令和６年度介護報酬改定に準じた見直し＞
新たな加算、減算
○加算：口腔連携強化加算 50単位
○減算：高齢者虐待防止措置未実施減算 -1/100

：業務継続計画未実施減算 -1/100
：同一建物減算 90/100等

詳細はhttps://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_36975.htmlの該当ページ参照。

据え置き
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訪問型サービスA

○ 訪問介護相当サービスを据え置いたことから、基本報酬は据え置く。
○ 訪問介護相当サービスとの整合を図るために、同一建物減算の単価を新たに設定する。

基本報酬

１回あたり
（20分以上60分未満）206単位
（20分未満） 100単位

【改正前】 【改正後】

基本報酬

１回あたり
（20分以上60分未満）206単位
（20分未満） 100単位

据え置き

基本報酬 改正前

１回あたり

（20分以上60分未満）
①185単位
②175単位
③185単位
➃181単位

（20分未満）
①90単位
②85単位
③90単位
➃88単位

減算の内容 算定要件

①10％減算 事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在
する建物に居住する者（②及び④に該当する場
合を除く）

②15％減算 上記の建物のうち、当該建物に居住する利用者
の人数が１月あたり50人以上の場合

③10％減算 上記①以外の範囲に所在する建物に居住する者
（当該建物に居住する利用者の人数が１月あた
り20人以上の場合）

④12%減算 （新設）
正当な理由なく、事業所において、前６月間に
提供した訪問介護サービスの提供総数のうち、
事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在
する建物に居住する者（②に該当する場合を除
く）に提供されたものの占める割合が100分の
90以上である場合

【同一建物減算の際の単価】

算定要件の詳細は、「令和６年度介護報酬改定における改定事項について」（社会保障審議会介護給付費分科会（第239回）令和６年1月22日）
P135,136参照
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通所介護相当サービス

○ 国基準に基づく改正（スライド１３、１４、１５参照）
介護保険法施行規則第140条の63の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第72号）の一部改正

基本報酬

１月
あたり

週1回程度（要支援１、２、事業対象者）
1,672単位

週２回程度（要支援２、事業対象者）
3,428単位

【改正前】 【改正後】

＜その他令和６年度介護報酬改定に準じた見直し＞
新たな加算、減算
○加算：一体的サービス提供加算 480単位 ほか
○減算：高齢者虐待防止措置未実施減算 －１/100

：業務継続計画未実施減算 -1/100
：同一建物減算 -94単位、－376単位、－752単位
：送迎未実施減算 －47単位（片道）

詳細はhttps://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_36975.htmlの該当ページ参照。

＋改定

基本報酬

１月
あたり

週1回程度（要支援１、２、事業対象者）
1,798単位

週２回程度（要支援２、事業対象者）
3,621単位

○ 週２回利用の事業対象者について
・事業対象者は、要支援１相当の支給限度額としている中、要支援１の利用者の中には、更新により事業
対象者になることで、週２回利用が可能となっている現状がある。

・包括等からの要支援１の人と制度上の整合が図られていないとの声を受け、第９期介護保険事業計画で
は、利用者・事業者へのアンケートを実施の上、事業対象者の週２回利用を見直していきたい。

・包括等は、現状、週２回利用している人のケアマネジメントを見直し、要介護認定の申請をすすめる。
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通所型サービスA

○ 国基準の１回あたりの単価を参考に、相当サービスの80％を基本報酬とする。
○ 通所介護相当サービスとの整合を図るために、送迎未実施減算を新たに設定する。

基本報酬

１回あたり 308単位

【改正前】 【改正後】

基本報酬

１回あたり 358単位

＋改定
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減算

送迎未実施減算 －47単位（片道）



介護予防ケアマネジメントA

○ 国基準に基づく改正（スライド１６参照）
介護保険法施行規則第140条の63の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第72号）の一部改正

基本報酬

１月あたり 438単位

基本報酬

１月あたり 442単位

【改正前】 【改正後】

＜その他令和６年度介護報酬改定に準じた見直し＞
新たな減算
○減算：高齢者虐待防止措置未実施減算 -1/100

：業務継続計画未実施減算 -1/100
詳細はhttps://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_36975.htmlの該当ページ参照。

＋改定

○その他
・サービスコード表は、４月下旬に安曇野市ホームページに公開する。準備ができ次第、事業者へ案内を
行う。

・処遇改善加算の見直しにより、令和６年６月１日に処遇改善加算の見直しを行う。
・今般の介護保険法施行規則の改正によるサービスAに係る要介護者の継続利用（利用サービスの弾力
化）については、国保連のシステム改修を注視しつつ、事業者・利用者の利用希望等を確認の上、実施
するかを検討したい。
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今後の課題

○利用関係
・通所介護相当サービスに係る事業対象者の利用回数について
・サービスAに係る要介護者の継続利用の導入について

○報酬単価
・市では、総合事業費が国の上限額を超える予算編成が続いており、交付金申請に当たっては個別協議を
実施している。

・令和６年度からは個別協議に該当する事由（※）が厳格化される中、仮に個別協議が認められなければ、
上限額を超えた分は、全額保険料にて負担をすることになる。

（※該当事由：法第８条の２第２項に規定する介護予防の効果が高く、かつ、将来における介護予防・
日常生活支援総合事業に要する費用の低減に資すると見込まれる新たな事業の実施）

・費用の伸びの適正化に向けて、相当サービスの報酬単価を１月あたりから１回あたりの単価への見直し
を検討していきたい。

○事業所指定
・相当サービスについては、サービスA,Cを普及させるために、計画の見込量に対して、必要なサービス
を確保できる指定をしていく（９期計画記載内容）

・多様な主体による柔軟な取組を充実していくために、サービスAの指定やサービスCの委託を積極的に
進めていく。

○利用者・事業者アンケートの実施
・上記の課題に対して、令和６年度には利用者・事業者へアンケートを実施し、実施の可否及び実施時期
を検討していきたい。

○「介護予防支援・介護予防ケアマネジメント」のマニュアル作成
・包括等が、地域資源を含めた多様なサービスを組み合わせ、自立支援に向けた介護予防支援・介護予防
ケアマネジメントを推進できるようマニュアルを整備する。（９期計画記載内容）



参考資料
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